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研究要旨 

 将来の認知症施策に向けて基礎的な情報を得るため、我が国の最新の疫学調査の結果を踏まえ、

国連加盟国各国における認知症ならびにMild Cognitive Impairment（MCI）の人の人数、有病

率等について、2100年までのシミュレータを作成した。その結果、予測式における出生率を

「constant as of 2005-2010」、死亡率を「normal」とした場合、我が国の認知症の人数は、2013

年では 465万人であるが、2014年では 500万人を超え、2034年では 800万人、2065年での 985

万人というピークを迎えると予測された。一方、MCIの人数は、2012年では 456万人であった

が、2045年には 600万人を超え、2054年に 616万人というピークを迎えると予測された。また、

2015年の時点では日本の認知症有病率は世界でトップであり、2070年に香港と韓国に抜かれる

まで 1位を維持することが示された。くわえて、その時点での有病率は 24％であり、2100年ま

で高い水準で推移することが示された。したがって、世界の中でも日本は特筆すべき高い有病率

を抱えており、それだけに日本の認知症施策は世界においても極めて重要な位置付けにあると考

えられた。 

 

A. 研究目的 

 2013年 12月 11日に認知症を議題とした初の G8（G8認知症サミット）がロンドン（英国）

で開催されたことは、認知症に関わる諸問題が世界共通の取り組むべき優先課題として認識され

たことを意味する象徴的な出来事である。この背景には、65歳以上の高齢者人口が全世界でおよ

そ 5億人を数えるなかで 1）、認知症の人の数も世界全体で 3,500万人を超え 2）、今後も急速に増

加することが明らかであるという現実が強く反映されているものと考えられる。また、社会経済

的にも年間推定 6,040億ドル（1ドル=100円の場合およそ 61兆円）ものコストが算出されてい

る現状は 2）、医療・福祉以外の分野にとっても多大な影響をもたらしているといえる。昨年度に

我々が報告したように、各国の認知症国家戦略は上記のような流れを受け（あるいは流れの源流



として）、策定と実施が取り組まれてきた。G8においてもサミット後の共同声明では、認知症に

関連する調査及び研究への強化や、そのための制度面・経済面での枠組みの整備、認知症の人と

介護者への支援の強化、認知症へのスティグマ（偏見）と不安の軽減といったものが取り組むべ

き項目として挙げられている 3)。 

 これらの国家戦略、世界戦略の策定及び実施において、高齢化率や認知症の有病率及びその予

備群ともいうべきMild Cognitive Impairment（MCI）の有病率は、その基礎となる重要な情報

である。最近では各国の認知症有病率に関する Reviewが報告され 4)、世界における 60歳以上の

人口における認知症の有病率は概ね 5%〜7%の範囲にあることが示されている。また、我が国に

おいても、詳細かつ大規模な疫学調査に基づく有病率が報告された 5)。その中では、認知症の有

病率はおよそ 15%であることが示されている。くわえて、MCIの有病率（13%）に関する報告も

示されており、これまでにない詳細な手続きが踏まれた特筆に値する内容といえる。 

 このように、高齢化率や認知症及びMCIの有病率への関心の高まりとともに、詳細な人口統

計学的、疫学的調査の結果が報告なされている。一方で、これらの推計値の算出や、特に将来推

計値の算出には、出生率や死亡率等の推計パターンを踏まえた数種の推計値が算出される前提が

あることから、結果の出力は複雑であり、記述的な理解が容易ではないことも課題である。した

がって、これらの結果に簡易にアクセスでき、視覚的に理解できる出力を備えたツールは、今後

の研究及び実践において非常に有用な役割を果たすと考えられる。 

 そこで、本報告では、認知症施策の国際比較を考える上で、各国の人口、高齢化率、認知症の

人数、MCIの人数の将来予測は有用な基礎情報になると考え、上述のような情報を活用し、簡易

に認知症関連指標（認知症有病率、MCI有病率等）について視覚的に理解するためのシミュレー

タを開発、提供することとした。 

 

B. 研究方法 

 Visual Studio C# 2010を用い、Windows上の.NET Framework 4で作動するアプリケーショ

ンとして、シミュレータ（以下、本シミュレータ）を作成した。 

1. シミュレータの概要 

本シミュレータは以下の機能を有する。 

1) 国比較モード 

 選択した国（或いは地域）における推移をグラフ（あるいはデータグリッド）で表示す

る。この場合、予測式は一つだけ選択ができる（Fig. 1）。 

2) 予測式比較 

 選択した予測式における推移をグラフ（あるいはデータグリッド）で表示する。この場

合、国は一つだけ選択できる（Fig. 2）。 

3) 年次固定（Top 20ヶ国） 

 選択した予測式と年次（西暦）における全世界の国ランキングをグラフ（あるいはデー

タグリッド）で表示する（Fig. 3）。 

 



 

Fig.1 国比較（左）と国選択（右） 

 

 

Fig. 2 予測式比較（左）と予測式選択（右） 

 

 

 

Fig.3 ランキング表示（左）と年次選択とデータグリッド（右） 



4) その他のパラメータの選択 

 有病率を計測した地域、表示する性別、高齢者の定義（60歳以上または 65歳以上）、有

病率算出時の母数となる下限の年齢を選択できる（Fig. 4）。 

 

 

Fig.4 有病率選択（左）とその他のパラメータの選択（右） 

 

5) その他の機能（メニューバー） 

 グラフ表示時に「ファイル」-「保存」を選択すると、表示中のグラフをイメージファイ

ルとして保存できる。また、「編集」-「コピー」を選択すると、表示中のグラフはクリッ

プボードへ保存される。さらに、「表示」-「白黒モードへ」を選択すると、表示中のグラ

フはグレイスケールで表示される。「表示」-「カラーモードへ」で元にもどる（Fig. 5）。 

 同様に、データグリッド表示時に「ファイル」-「保存」を選択すると、表示中のデータ

を CSVファイルとして保存できる。また、「編集」-「コピー」を選択すると、選択中のデ

ータはクリップボードへ保存される。 

 

 

Fig.5 各メニューバーの表示内容 

 

 



2. 予測式について 

 推計に用いた予測式は、人口統計データについては国連（United Nations）による「World 

Population Prospects：The 2012 Revision」1)、認知症有病率及びMCI有病率については、

Prince et al（2013）4)及び朝田（2013）5)を用いて算出した。 

 United Nations1)で定義された予測式は、ワシントン大学の Center for Statistics and the 

Social Sciences（CSSS）が策定したものである。彼らは、1950年から 2010年の期間、世

界各国で推定された出生率の傾向の実証データに基づき、これらの予測式を導いた。その概

要を Table 1に示す。 

 

Table 1 Projection variants in terms of assumptions for fertility, mortality and international migration 

 

 

3. データグリッド表示時のデータ補間について 

 United Nations1)のデータは 5年おきに記載されている。そこで、各年における各指数は、

スプライン補間により推定し、データグリッド表示時に閲覧できるようにした。 

4. 高齢化率、有病率について 

 高齢化率の算出にあたり、高齢者を 60歳以上とするか、65歳以上とするか、国によって

異なる。そのため、この年齢をユーザーが任意に選択できるようにした。また、認知症の有

病率については、Prince et al（2013）4)では 60歳から 90歳以上まで、5歳ごとの年齢階級

でまとめられており、朝田（2013）5)では 65歳から 95歳以上まで、5歳ごとの年齢階級で

まとめられている。しかしながら、他の年齢階級についての有病率は記載されていない。そ

のため、各有病率をロジット変換し、一次線形モデルで回帰した値を基に各年齢階級の有病

率を推定し、観察データが存在しない年齢階級については、この値を用いた。Fig. 6に、各

地域における有病率の観察値、ならびに推定値を示す。  

 MCIの有病率は朝田（2013）5)のみにしか記載されておらず、恐らくMCIから認知症に

移行する症例が一定数を占め、85 歳以上では MCI の有病率は低下すると推測されるため、

上述のような線形回帰は適用できない。そのため、MCI の有病率を推定するため、MCI と

認知症の有病率の合計値をロジット変換し、一次線形モデルで回帰した後、合計有病率の推

定値から認知症の有病率を差し引くことでMCIの有病率を推定した（Fig. 6）。 



 

Fig. 6 各地域における認知症有病率とロジット変換による線形回帰 



C. 研究結果 

 本シミュレータを用い、予測式 Constant Fertilityによる 2100年までの人口推移、高齢化率

（65歳以上の割合）、認知症人数、認知症有病率（65歳以上での有病率）、MCIの人数、MCI

有病率（65 歳以上）、認知症と MCIの合計人数、認知症と MCI の合計有病率を対象に、日本、

イギリス、イタリア、ドイツ、オーストラリアの比較を行った。結果を Fig. 7に示した。 

 

 

Fig. 7 日本、イギリス、イタリア、ドイツ、オーストラリアにおける 2100 年までの人口推移、高齢化率（65

歳以上の割合）、認知症人数及び有病率（65 歳以上での有病率）、MCI の人数及び有病率（65 歳以上）、認知症と

MCI の合計人数及び合計有病率の予測グラフ（予測式は Constant Fertilityを用いた） 



 次に、本シミュレータにより、日本における 2100年までの人口推移、高齢化率（65歳以上の

割合）、認知症人数、認知症有病率（65歳以上での有病率）、MCIの人数、MCI有病率（65歳以

上）、認知症とMCIの合計人数、認知症とMCIの合計有病率を対象に、予測式 High Fertility、

Medium Fertility、Low Fertility、Constant Fertilityの比較を行った。結果を Fig. 8に示した。 

 

 

Fig. 8 日本における、2100年までの人口推移、高齢化率（65 歳以上の割合）、認知症人数及び有病率（65 歳以

上での有病率）、MCI の人数及び有病率（65 歳以上）、認知症とMCI の合計人数及び合計有病率の予測グラフ（予

測式は High Fertility、Medium Fertility、Low Fertility、Constant Fertility を用いた） 

 



 また、本シミュレータにより、2015年時点におけるまでの人口、高齢化率（65歳以上の割合）、

認知症人数、認知症有病率（65歳以上での有病率）、MCIの人数、MCI有病率（65歳以上）、認

知症とMCIの合計人数、認知症とMCIの合計有病率に対する、予測式 Constant Fertilityによ

る予測値の国別ランキングを行った。結果を Fig. 9に示した。 

 

 

Fig. 9 2015 年時点における人口、高齢化率（65 歳以上の割合）、認知症人数及び有病率（65 歳以上での有病率）、

MCI の人数及び有病率（65歳以上）、認知症とMCI の合計人数及び合計有病率の予測値によるランキングのグ

ラフ（予測式は Constant Fertility を用いた） 

 



D. 考察 

 United Nations1)によれば、2013年半ばにある 72億人の世界人口は、 2025年には 81億人に

達し、2050年には 96億人に増加、2100年までに 109億人になると予測されている。また、世

界的に 60歳以上の人口は急速に増加し、先進国では 60歳以上の人口は、 2050年までに年間 1％

ずつ、2050年以降は年間 0.11％ずつ増加すると予測されている。一方、発展途上地域では、60

歳以上の人口は現在 3.7%のペースで増加しており、2050年ころまでには 2.9％、2050年以降で

は、0.9%の増加率になると見込まれる。世界の 60歳以上の人の数は、2013年では 8.14億人で

あるが、2050年には 20億人に、2100年には 30億人近くになり、現在の 3倍以上に達すると予

測されている。さらに、現在、高齢者の 66％が発展途上地域で生活しており、2050年時点では

79％、2100年では 85%に達すると予測されている。 

 高齢化社会では、高齢人口が急速に増加するという特徴がある。上述のように、2100年では、

60歳以上人口は現在の３倍以上に達すると予測されるが、80歳以上は、7倍程度になると予測

される。現在、80歳以上の人の 50％は発展途上地域で生活しているが、2050年では 68%に達す

ると予測される。このように、高齢化問題は世界的なテーマであり、その困難さは今後益々増強

されていくと考えられる。 

 本シミュレータ（予測式 Constant Fertility）によれば、高齢者を 60歳以上とした場合の高齢

化率の世界ランキングにおいて、日本は 1995年時点では 10位、2000年では 3位、2005年から

2045年では 1位、2060年で香港と韓国に抜かれ、2085年までは 3位を維持し、2090年ではボ

スニアヘルツェゴビナにも抜かれると予測される。また、2013年時点では、日本の高齢化率は

32.9％であるが、2086年には 50%を超える。さらに、認知症の人数は、2013年では 465万人で

あるが、2014年では 500万人を超え、2034年では 800万人を超え、2065年での 985万人とい

うピークを迎えると予測される。一方、MCIの人数は、2012年では 456万人であったが、2045

年には 600万人を超え、2054年に 616万人というピークを迎えると予測される。さらに、認知

症とMCIの合計人数は、2012年では 921万人であったが、2015年では 1,000万人を超え、2035

年には 1,400万人を超え、2062年には 1,567万人というピークを迎えると予測される。認知症と

MCIの合計有病率については、2012年では 23％であるが、2037年には 30％を超え、2093年に

は 40％を超え、上昇傾向を維持すると予測される。 

 一方、世界の人口は 2011年では 70億人であったが、2033年には 90億人超え、2041年には

100億人、2071年には 150億人、2085年では 200億人、2095年では 250億人に達すると予測

される。世界の高齢化率は、2014年時点で 12％であるが、2027年には 15％を超え、2051年に

18.3%のピークを迎え、そののち減少すると予測される。世界の認知症人数については、日本で

観察された有病率を計算に用いると 2014年時点で 7146万人、他の地域で観察された有病率を用

いると、概ね 4000万人後半となる。日本での有病率を用いた場合、2026年に認知症の人数は 1

億人を超え、2048年に 2億人、2070年には 3億人、2093年に 4億人に達し、その後も増加傾

向を維持する。 

 これらはあくまでも我が国における推計有病率をもとに算出した数値であるが、現在 3500万

人程度と見積もられている認知症の人の数よりも大幅に大きな数値が算出された。そのため、一

概に世界における有病率に当てはめることはできないが、一方で、最大見積もりとして解釈する



こともできる。いずれにせよ、認知症対策は今後も世界的なテーマである事に間違いはなく、高

齢化社会が進展するに伴って、この困難さは益々顕在化していくと考えられる。 

 また、本シミュレータ（予測式 Constant Fertility）によれば、2015年の時点では、日本の認

知症有病率は世界でトップであり、イタリアが 2位、スペインは 3位、フランスが 4 位である。

2070年に香港、韓国に抜かれるまで 1位を維持する。その時点での有病率は 24％であり、2100

年まで 2～3位と高い水準で推移する。したがって、世界の中でも日本は特筆すべき高い有病率

を抱えている。それだけに日本の施策は、世界においても極めて重要な位置付けにあると言えよ

う。2012年に策定された、我が国における認知症国家戦略といえる「認知症施策推進 5か年計

画（オレンジプラン）」7)がどのような影響をもたらすのか、その動向を注視するとともに、真に

認知症の人の人生に利益となるような施策・支援が望まれる。そうした取り組みを科学的に検証

し、世界の国々と共有することは、我が国における認知症ケアに強く望まれる新たな一面と考え

られる。 
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